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補正前の額 補正額 補正後の額
38,613 3,029 41,642

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

個人情報保護法、地方税法

補 正 予 算 の
事 業 概 要

ふるさと応援寄附された寄附金を、東員町ふるさと応援基金へ積み立てます。

事 業 費

主な経費内容

東員町ふるさと応援基金元金積立金　　3,029,000円

寄附件数　　　　　126件
寄附額　　　3,029,000円
（令和5年4月1日～令和5年12月31日）

1 一般管理費

3,029

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の運営ができるために

4-2　行政機能の確保・管理

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(6-1) 一般管理経費

1 総務管理費

5 災害補償費 50 50 0
7 報償費 940 940 0

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 421 421 0

11 役務費 5,615 5,615 0
12 委託料 16,300 16,300 0

8 旅費 417 417 0
10 需用費 7,153 7,153 0

18 負担金補助及び交付金 598 598 0
24 積立金 0 3,029 3,029

13 使用料及び賃借料 6,819 6,819 0
17 備品購入費 300 300 0

充当額
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 3,029
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補正前の額 補正額 補正後の額
358,168 0 358,168

0 0 △22,000 22,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △22,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 322,663 322,663 0
18 負担金補助及び交付金 35,505 35,505 0

事業名 (1-1) 消防事務委託事業 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

消防法、東員町と桑名市との間における消防事務の事務委託に関する規約

公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費
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補正前の額 補正額 補正後の額
25,333 364 25,697

0 0 364 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
22 3 1 1 101 消防団員等公務災害補償等共済基金 364

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

9 交際費 50 50 0
11 役務費 2,453 2,453 0

1 報酬 21,980 21,980 0
5 災害補償費 50 50 0
7 報償費 200 564 364
8 旅費 600 600 0

事業名 (1-1) 消防団経費 事業費 364

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

東員町非常勤消防団員に関する退職報償金に関する条例、東員町非常勤消防団員に関する
退職報償金に関する条例施行規則

退職した消防団員の長年の労苦に報いるため、慰労金として退職報償金の支給に係る経費
を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

退職報償金　                     　   364,000円

（決算見込額）　　 （当初予算額）　　 （差額）
564,000円　　　－　200,000円　　　＝　364,000円

（内訳）
　班長（25年以上30年未満）　１名

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 2 非常備消防費
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補正前の額 補正額 補正後の額
14,589 △4,568 10,021

0 0 0 △4,568
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

17 備品購入費 792 792 0
18 負担金補助及び交付金 2,931 1,763 △1,168
26 公課費 161 161 0

8 旅費 107 107 0
10 需用費 9,624 6,224 △3,400
11 役務費 519 519 0
13 使用料及び賃借料 455 455 0

事業名 (2-1) 非常備消防経費 事業費 △4,568

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

東員町消防団員自動車運転免許取得費等補助金交付要綱

火災時に使用した泡消火剤の購入が必要なくなったため減額補正するものです。
また、今年度は３名の方が免許を取得しました。その実績に伴い補助金を減額補正するも
のです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般消耗品　　　　　　　　　　　　　　　△3,400,000円

（決算見込額）　 （予算額）　　　　 　　（差額）
2,747,000円　　－　6,147,000円　　　＝　△3,400,000円

消防団員自動車運転免許取得費等補助金　　△1,168,000円

（決算見込額）　 （当初予算額）　　 　　（差額）
  575,000円　　－　1,743,000円　　　＝　△1,168,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 2 非常備消防費
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補正前の額

0 0 0 △935
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

17 備品購入費 935 0 △935

10 需用費 2,921 2,921 0
12 委託料 16,552 16,552 0
13 使用料及び賃借料 52 52 0
14 工事請負費 4,510 4,510 0

事業名 (1-1) 消防施設経費 事業費 △935

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

消防力の整備指針

三和・稲部・神田地区の自治会と協議した結果、令和６年度に既存のホース格納箱等は一
旦全て撤去し、自治会から申し出のあった場所に設置することとなり、今年度の更新は行
わないこととしたため、減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

備品購入費(ホース格納箱ほか)　　　　　△935,000円

（決算見込額）　  （当初予算額）　　  （差額）
      0円　 　－　 935,000円　　　＝　△935,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
24,970 △935 24,035

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 3 消防施設費
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0 0 0 △2,310
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

17 備品購入費 8,083 5,773 △2,310
18 負担金補助及び交付金 1,723 1,723 0
24 積立金 2,820 2,820 0

11 役務費 227 227 0
12 委託料 3,578 3,578 0
13 使用料及び賃借料 1,466 1,466 0
15 原材料費 80 80 0

1 報酬 70 70 0
7 報償費 100 100 0
8 旅費 231 231 0
10 需用費 7,580 7,580 0

事業名 (3-1) 災害対策経費 事業費 △2,310

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

防災資機材の設置及び管理に関する規程

防災資機材の設置及び管理に関する規程に基づき、各自治会に設置した防災倉庫の資機材
の点検を行い必要な備品の更新等を行いましたが、想定より少なかったことから、減額補
正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

備品購入費　　　　　　　　　　　　　　　△2,310,000円

（決算見込額）　　 （当初予算額）　　 （差額）
5,773,000円　　－　8,083,000円　　　＝　△2,310,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
25,958 △2,310 23,648

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費
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△4,500 0 0 △4,499
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 25 デジタル田園都市国家構想交付金 △4,500

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

7 報償費 417 417 0
8 旅費 40 40 0
12 委託料 18,011 9,012 △8,999
18 負担金補助及び交付金 7,042 7,042 0

事業名 (1-1) 企画経費 事業費 △8,999

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

まち・ひと・しごと創生法
東員町総合計画効果検証委員会要綱
桑名・員弁広域連合規約
観光地域づくりホームページ作成委託料において文書広報費の行政ホームページリニュー
アルと合わせプロポーザルを実施し、共通のシステムとすることで費用を安価にすること
ができたため減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

観光地域づくりホームページ作成委託料

（決算見込額）　（予算額）　　　　（差額）
1,001,000円　－　10,000,000円　＝　△8,999,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
25,510 △8,999 16,511

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 政策課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 6 企画費
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0 0 0 100,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

24 積立金 5,190 105,190 100,000

事業名 (4-1) 基金積立金 事業費 100,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方自治法、地方財政法、東員町財務規則、財政調整基金の設置、管理及び処分に関する
条例など

将来の財政負担に備えて、公共施設整備基金元金積立金を増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

公共施設整備基金元金積立金　　100,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
5,190 100,000 105,190

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 財政課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 5 財産管理費
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16 2 1 1 15 マイナンバーカード交付事務費補助金 △2,277

385 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 13 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 2,662

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 6,254 6,254 0
18 負担金補助及び交付金 703 703 0

8 旅費 108 108 0
10 需用費 1,614 1,614 0
11 役務費 1,385 1,385 0
12 委託料 34,720 35,105 385

事業名 (2-1) 戸籍住民基本台帳経費 事業費 385

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理

根 拠 法 令
条 例 等

戸籍法、住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律、情報通信技術の活用による行政手続き等に係る関係者の利便性の向上並びに
行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続き等における情報通信の技術の利用に
関する法律等の一部を改正する法律

戸籍法改正に伴い、氏名の振り仮名登録を行うためのシステム改修に係る経費を計上する
ものです。なお、当該補正予算については、年度内での完了が見込めないため翌年度に繰
り越します。
また、マイナンバーカード申請補助等業務委託に係る入札差金が生じたため減額補正する
ものです。

主な経費内容

戸籍法改正に係る戸籍附票システム改修業務委託
　・振り仮名の仮登録に係るシステム改修業務　　　　　　　　　1,034,000円
　・旧氏及び振り仮名に係るシステム改修業務　　　　　　　　　1,628,000円

マイナンバーカード申請補助等業務委託
（決算見込額）　　 （当初予算額）　　 （差額）
2,365,000円　　－　4,642,000円　　　＝　△2,277,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
44,784 385 45,169

補 正 予 算 の
事 業 概 要

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 町民課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 3 戸籍住民基本台帳費 目 1 戸籍住民基本台帳費
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0 0 0 △1,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 220 220 0

10 需用費 8,237 8,237 0
11 役務費 155 155 0
12 委託料 15,125 14,125 △1,000
13 使用料及び賃借料 80 80 0

事業名 (1-1) 斎苑管理運営経費 事業費 △1,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-5　環境衛生対策の推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町斎苑の設置及び管理に関する条例
東員町斎苑の設置及び管理に関する条例施行規則

火葬業務管理委託について、契約差金を減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

火葬業務管理委託　　　　　　　　　　　　 △1,000,000円

（決算見込額）　　 （当初予算額）　　 　 （差額）
9,824,000円　　－　10,824,000円　　　＝　△1,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
23,817 △1,000 22,817

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 みらい環境課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 6 斎苑管理費
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0 0 0 733
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

22 償還金利子及び割引料 2,425 2,425 0
24 積立金 212 945 733

10 需用費 123 123 0
11 役務費 5 5 0
12 委託料 2,588 2,588 0
14 工事請負費 245 245 0

事業名 (1-1) 墓地公園管理運営経費 事業費 733

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-5　環境衛生対策の推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町墓地公園管理基金の設置、管理及び処分に関する条例

墓地使用者から納付された管理料や、その他事務精算的費用を墓地管理基金へ積み立てま
す。
今年度の収入見込みにより、墓地管理基金元金積立金を増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

墓地公園管理基金元金積立額　　　733,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
5,598 733 6,331

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 みらい環境課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 7 墓地公園管理費
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0 0 0 △10,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 201,008 201,008 0
26 公課費 177 177 0

8 旅費 9 9 0
10 需用費 25,045 15,045 △10,000
11 役務費 878 878 0
12 委託料 72,826 72,826 0

事業名 (1-1) 塵芥処理経費 事業費 △10,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成

根 拠 法 令
条 例 等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関
する法律　東員町廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

町指定ごみ袋の購入の入札差金を減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

町指定ごみ袋購入費　　　　　　　　　　　　△10,000,000円

（決算見込額）　　 （当初予算額）　　   （差額）
13,695,000円　　－　23,695,000円　　　＝　△10,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
299,943 △10,000 289,943

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 みらい環境課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 2 清掃費 目 1 塵芥処理費
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0 0 △4,000 4,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △4,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

14 工事請負費 26,580 26,580 0
17 備品購入費 123 123 0
18 負担金補助及び交付金 30 30 0

10 需用費 2,205 2,205 0
11 役務費 325 325 0
12 委託料 3,828 3,828 0
13 使用料及び賃借料 80 80 0

事業名 (3-1) ごみ処理施設維持管理経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成

根 拠 法 令
条 例 等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律　東員町資源ごみストックヤードの設置及び管理に関
する条例

公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
33,171 0 33,171

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 みらい環境課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 2 清掃費 目 1 塵芥処理費
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17 1 2 4 2 保険者支援分（1／4） △263
17 1 2 4 3 未就学児均等割保険料負担金分（1／4） 8
17 1 2 4 4 産前産後保険料負担金分（1／4） 10

16 1 1 4 3 未就学児均等割保険料負担金分（1／2） 15
16 1 1 4 4 産前産後保険料負担金分（1／2） 21
17 1 2 4 1 保険料軽減分（3／4） △1,112

△1,846 0 0 △1,280
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 1 1 4 2 保険者支援分（1／2） △525

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 164,861 161,735 △3,126

事業名 (3-1) 国民健康保険特別会計繰出金 事業費 △3,126

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

財政安定化支援事業及び保険基盤安定負担金繰出金の精査に伴い減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財政安定化支援事業　　　　　　　　　　　　 　　△668,000円
国保保険基盤安定負担金繰出金〔軽減分〕　　 　△1,482,000円
国保保険基盤安定負担金繰出金〔支援分〕　　 　△1,049,000円
未就学児均等割保険料負担金　　　　　　　　　　 　 30,000円
産前産後保険料負担金　　　　　　　　　　　　　　　43,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
164,861 △3,126 161,735

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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4,498 0 0 △567
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
17 1 2 5 1 後期高齢者医療保険基盤安定負担金 4,498

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 70,945 74,876 3,931

事業名 (5-1) 後期高齢者医療特別会計繰出金 事業費 3,931

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

高齢者の医療の確保に関する法律
三重県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

後期高齢者医療広域連合に係る事務費及び保険基盤安定負担金の精査に伴い増額補正する
ものです

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

事務費繰出金　　　　　△2,066,000円
保険基盤安定繰出金　　　5,997,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
70,945 3,931 74,876

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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17 1 2 1 1 障害福祉サービス費等負担金 15,429

46,287 0 0 15,430
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 1 1 1 1 障害福祉サービス費等負担金 30,858

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 1,833 1,833 0
13 使用料及び賃借料 2,815 2,815 0
18 負担金補助及び交付金 1,127 1,127 0
19 扶助費 717,036 778,753 61,717

7 報償費 84 84 0
8 旅費 5 5 0
10 需用費 106 106 0
11 役務費 1,200 1,200 0

事業名 (9-1) 障害者自立支援事業 事業費 61,717

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-4　障がい福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
児童福祉法

自立支援給付費及び障害児通所給付費において、当初の見込みから利用者・利用回数が増
加したことにより増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

自立支援給付費　　　　　　　　　　　　　31,669,000円
　（決算見込額）　　（当初予算額）　　　（差額）
　598,955,000円　－　567,286,000円　＝　31,669,000円
　
障害児通所給付費　　　　　　　　　　　　30,048,000円
　（決算見込額）　　（当初予算額）　　　（差額）
　165,924,000円　－　135,876,000円　＝　30,048,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
724,206 61,717 785,923

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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23 1 1 1 2 公共施設等適正管理推進事業債 △5,400

0 △5,400 △4,000 4,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △4,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

14 工事請負費 38,500 33,100 △5,400

10 需用費 1,498 1,498 0
11 役務費 71 71 0
12 委託料 9,451 9,451 0
13 使用料及び賃借料 73 73 0

事業名 (1-1) 保健福祉センター経費 事業費 △5,400

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-1　健康づくりの推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町保健福祉センター条例
東員町保健福祉センター条例施行規則

保健福祉センター調理実習室改修工事の入札差金を減額補正するものです。
併せて、基金から一般財源への財源組替えを行っています。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

保健福祉センター調理実習室改修工事　　　△5,400,000円
　
　（決算見込額）　　 （予算額）　　　　 （差額）
　32,073,000円　　－　37,473,224円　≒　△5,400,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
49,593 △5,400 44,193

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 3 社会福祉施設費
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0 0 △33,000 33,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △33,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

14 工事請負費 33,052 33,052 0

10 需用費 10,085 10,085 0
11 役務費 149 149 0
12 委託料 10,196 10,196 0
13 使用料及び賃借料 88 88 0

事業名 (2-1) ふれあいセンター経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例
東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例施行規則

公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
53,570 0 53,570

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 3 社会福祉施設費
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17 2 4 1 16 多面的機能支払事業交付金 △4,198
17 2 4 1 21 水田麦・大豆産地生産性向上事業費補助金 △22,762

△29,560 0 0 △2,937
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 △2,600

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 270 270 0
18 負担金補助及び交付金 96,446 63,949 △32,497

7 報償費 60 60 0
10 需用費 60 60 0
11 役務費 121 121 0
12 委託料 5,615 5,615 0

事業名 (1-1) 農業振興対策事業 事業費 △32,497

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 7　生活を支える担い手があり続けるために

施　　策 7-1　農業の振興

根 拠 法 令
条 例 等

東員町産業課に関わる補助金交付要綱

水田麦・大豆産地生産性向上事業費補助金、認定農業者等生産資材高騰対策支援給付金及
び多面的機能支払事業交付金の補助金額が確定したことに伴い、減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

水田麦・大豆産地生産性向上事業費補助金　△22,762,000円
 （決算見込額）  （当初予算額）   （差額）
  20,387,000円 － 43,149,000円 ＝ △22,762,000円

認定農業者等生産資材高騰対策支援給付金　△ 4,137,000円
 （決算見込額）  （当初予算額）   （差額）
   1,862,964円 －  6,000,000円 ≒ △ 4,137,000円

多面的機能支払事業交付金　　　　　　　　△ 5,598,000円
 （決算見込額）  （当初予算額）   （差額）
  37,828,636円 － 43,427,000円 ≒ △ 5,598,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
102,572 △32,497 70,075

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 産業課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 3 農業振興費
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16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 △1,200
23 1 3 1 4 防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 7,200

△1,200 7,200 1,600 98
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
14 1 3 1 1 農業費負担金 1,600

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

10 需用費 2,061 2,061 0
15 原材料費 46 46 0
18 負担金補助及び交付金 16,382 24,080 7,698

事業名 (1-1) 土地改良事業 事業費 7,698

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 7　生活を支える担い手があり続けるために

施　　策 7-1　農業の振興

根 拠 法 令
条 例 等

土地改良法

県営土地改良事業費負担金について、国の補正予算に対応して追加要望を行い、増額補正
するものです。
なお、追加予算分の10,198千円は、年度内での完了が見込めないため翌年度に繰り越しま
す。
また、土地改良区等燃料価格高騰対策支援給付金について、給付金額が確定したことに伴
い減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

県営土地改良事業費負担金（国補正対応分）　　　　　　　　　　　　10,198,000円
【内訳】　　　　　　　　 　　　　　（決算見込額）(当初予算額）　  (差額)
　①神田土地改良区４期分(継続事業） 5,665,800円 － 835,800円＝   4,830,000円
　②第二土地改良区２期分(新規事業） 1,368,000円 －       0円＝   1,368,000円
　③ため池整備（山田溜) (新規事業） 4,000,000円 －       0円＝   4,000,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　  　 　　　 計　10,198,000円

土地改良区等燃料価格高騰対策支援給付金　　　　　　　　　　　　 △2,500,000円
　　　　　　　　　　　　 　　 　　 （決算見込額）(当初予算額）　  (差額)
　　　　　　　　　 　　　  　　　　 2,500,000円－5,000,000円＝ △2,500,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
18,489 7,698 26,187

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 産業課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 4 農地費

24



0 0 △23,000 23,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 2 1 1 まちづくり基金繰入金 △23,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

15 原材料費 632 632 0

10 需用費 11,148 11,148 0
12 委託料 24,717 24,717 0
13 使用料及び賃借料 188 188 0
14 工事請負費 23,500 23,500 0

事業名 (1-1) 道路維持管理経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町町道の構造の技術的基準を定める条例
東員町町道に設ける道路標識の寸法を定める条例
まちづくり基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
60,185 0 60,185

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 2 道路維持費
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23 1 4 1 2 公共事業等債 △20,400
23 1 4 1 6 防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 1,700

△17,912 △18,700 0 5,860
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 1 4 社会資本整備総合交付金 △17,912

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 11,000 11,000 0
14 工事請負費 57,000 26,248 △30,752

事業名 (4-1) 防災・安全交付金事業(通常分) 事業費 △30,752

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町町道の構造の技術的基準を定める条例
東員町町道に設ける道路標識の寸法を定める条例
防災・安全交付金の交付額決定により、当初予定していた事業内容を縮小したことや、事
業進捗を図るため交付金の追加補正要望を行ったため、それぞれの事業費について精査を
行い減額補正するものです。
なお、追加補正予算分の3,598千円は、年度内での完了が見込めないため翌年度に繰り越
します。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

道路改良工事費
　・町道城山幹線１号線舗装補修工事　22,650,000円
　・５か年加速化対策追加補正分　　　 3,598,000円（※繰越明許を予定する）
　　　　　　　　　　　　　　　　計　26,248,000円

　 （決算見込額）　（当初予算額）　　（差額）
　　26,248,000円 － 57,000,000円 ＝　△30,752,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
68,000 △30,752 37,248

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費
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23 1 4 1 2 公共事業等債 △4,300

△5,880 △4,300 0 1,638
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 1 4 社会資本整備総合交付金 △5,880

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 11,600 3,058 △8,542
14 工事請負費 12,400 12,400 0

事業名 (5-1) 防災・安全交付金事業(橋梁長寿命化分) 事業費 △8,542

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町橋梁長寿命化修繕計画
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
防災・安全交付金の交付額決定により、当初予定していた事業内容を縮小したことから減
額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

測量設計委託料
　・八幡西１号橋外１橋橋梁修繕設計積算業務委託　3,058,000円
　　（決算見込額）（当初予算額）　　（差額）
　　3,058,000円 － 11,600,000円 ＝　△8,542,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
24,000 △8,542 15,458

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費
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23 1 4 1 2 公共事業等債 △3,200

△4,400 △3,200 0 7,600
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 1 4 社会資本整備総合交付金 △4,400

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 2,000 2,000 0
14 工事請負費 29,000 29,000 0
16 公有財産購入費 1,000 1,000 0

事業名 (6-1) 防災・安全交付金事業(交通安全対策分) 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町町道の構造の技術的基準を定める条例
東員町町道に設ける道路標識の寸法を定める条例
防災・安全交付金の交付額決定により、財源の組替えを行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
32,000 0 32,000

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費
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0 0 △59,000 59,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 2 1 1 まちづくり基金繰入金 △59,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

21 補償補填及び賠償金 807 807 0

12 委託料 6,900 6,900 0
14 工事請負費 45,000 45,000 0
16 公有財産購入費 7,812 7,812 0
18 負担金補助及び交付金 26 26 0

事業名 (7-1) 町単独道路整備事業 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町町道の構造の技術的基準を定める条例
東員町町道に設ける道路標識の寸法を定める条例
まちづくり基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
60,545 0 60,545

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費
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0 0 △14,000 14,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △14,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

14 工事請負費 10,000 10,000 0
15 原材料費 20 20 0
18 負担金補助及び交付金 13 13 0

10 需用費 11,859 11,859 0
11 役務費 372 372 0
12 委託料 61,949 61,949 0
13 使用料及び賃借料 103 103 0

事業名 (1-1) 公園維持管理経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-1　良好な居住環境の形成

根 拠 法 令
条 例 等

都市公園法
東員町都市公園の配置及び規模に関する技術的基準等を定める条例

公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
84,316 0 84,316

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 4 都市計画費 目 2 公園費
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△4,500 0 0 4,500
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 2 1 社会資本整備総合交付金 △4,500

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 29,000 29,000 0

事業名 (2-1) 公園長寿命化事業経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-1　良好な居住環境の形成

根 拠 法 令
条 例 等

都市公園法
東員町都市公園の配置及び規模に関する技術的基準等を定める条例
東員町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例
社会資本整備総合交付金の交付額決定により、財源の組替えを行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
29,000 0 29,000

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 4 都市計画費 目 2 公園費

31



17 2 5 1 1 木造住宅耐震事業費補助金 △540

△1,240 0 0 △540
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 3 2 住宅・建築物耐震事業費補助金 △700

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

10 需用費 4 4 0
12 委託料 425 425 0
18 負担金補助及び交付金 3,767 1,987 △1,780

事業名 (2-1) 木造住宅耐震診断経費 事業費 △1,780

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 8　安全と安心を守るために

施　　策 8-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

建築物の耐震改修の促進に関する法律
東員町木造住宅耐震診断等事業実施要綱
東員町木造住宅耐震補強設計事業費補助金交付要綱
木造住宅の耐震補強工事等を実施する所有者に補助金を交付しますが、実施者が当初見込
みより少なかったことから減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

木造住宅耐震補強事業補助金
　・木造住宅耐震補強設計事業補助
　　　（決算見込額）　 　　 （当初予算額）　　　（差額）
　（　180,000円×１件）－（　180,000円×2件）＝△　180,000円
　・木造住宅耐震補強事業補助
　　　（決算見込額）　 　　 （当初予算額）　　　（差額）
　（1,000,000円×１件）－（1,000,000円×2件）＝△1,000,000円
　・木造住宅耐震補強事業補助（リフォーム分）
　　　（決算見込額）　 　　 （当初予算額）　　　（差額）
　（　600,000円×１件）－（　600,000円×2件）＝△　600,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
4,196 △1,780 2,416

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 5 住宅費 目 1 住宅管理費
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17 2 5 1 2 空家対策総合支援事業補助金 △325

△825 0 0 △175
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 4 3 5 空家対策総合支援事業補助金 △500

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

7 報償費 184 184 0
8 旅費 12 12 0
18 負担金補助及び交付金 1,300 300 △1,000

事業名 (3-1) 空家等対策経費 事業費 △1,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-1　良好な居住環境の形成

根 拠 法 令
条 例 等

空家等対策の推進に関する特別措置法
東員町空き家・空き地バンク情報制度要綱
東員町空家リフォーム支援事業補助金交付要綱　東員町空家除却支援事業補助金交付要綱
空家住宅のリフォーム工事等を実施する所有者に補助金を交付しますが、実施者がいな
かったことから減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

空家対策総合支援事業補助金
　・空き家リフォーム支援事業補助
　　 （決算見込額）　　　　（当初予算額）　　　（差額）
　（1,000,000円×0件）－（1,000,000円×1件）＝△1,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
1,496 △1,000 496

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 5 住宅費 目 1 住宅管理費

33



0 0 △12,600 12,600
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △12,600

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 1,650 1,650 0
14 工事請負費 19,750 19,750 0
16 公有財産購入費 12,000 12,000 0
18 負担金補助及び交付金 21 21 0

事業名 (2-1) 施設整備費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

児童福祉法
東員町立保育所設置条例
東員町立保育所設置条例施行規則
公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
33,421 0 33,421

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4 保育園管理費
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0 0 0 △1,829
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 29,278 29,278 0
18 負担金補助及び交付金 7,500 5,671 △1,829
19 扶助費 300 300 0

7 報償費 34 34 0
10 需用費 346 346 0
11 役務費 2,093 2,093 0
12 委託料 10,216 10,216 0

事業名 (4-1) 教育総務事務局経費 事業費 △1,829

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

校務支援システム共同利用負担金において、事業の精査に係る減額を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

校務支援システム共同利用負担金　　△1,829,000円

（決算見込額）　（当初予算額）　　（差額）
5,670,041円　－　7,500,000円　≒　△1,829,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
49,767 △1,829 47,938

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費
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0 0 △21,300 7,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △21,300

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 31 31 0

12 委託料 8,803 8,803 0
13 使用料及び賃借料 130,020 115,720 △14,300
14 工事請負費 66,400 66,400 0
16 公有財産購入費 17,500 17,500 0

事業名 (4-1) 施設整備費 事業費 △14,300

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
神田小学校仮設校舎（増設分）リース料において、事業の精査に係る減額を補正するもの
です。
併せて、基金から一般財源への財源組替えを行っています。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

神田小学校仮設校舎（増設分）リース料　△14,300,000円

（決算見込額）　　（予算額）　　　　　（差額）
113,299,450円　－　127,600,000円　≒　△14,300,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
222,754 △14,300 208,454

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
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0 0 △8,000 8,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △8,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

16 公有財産購入費 384,764 384,764 0
18 負担金補助及び交付金 1,411 1,411 0
21 補償補填及び賠償金 29,838 29,838 0

1 報酬 480 480 0
7 報償費 700 700 0
10 需用費 164 164 0
12 委託料 14,720 14,720 0

事業名 (4-1) 施設整備費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
432,077 0 432,077

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費
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0 0 △3,100 3,100
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △3,100

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 1,600 1,600 0
14 工事請負費 11,000 11,000 0

事業名 (2-1) 施設整備費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町幼稚園の管理に関する規則
公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
12,600 0 12,600

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 4 幼稚園費 目 2 幼稚園管理費
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3,800 0 0 △3,800
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 3,800

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

11 役務費 1,076 1,076 0
12 委託料 91,449 91,449 0
13 使用料及び賃借料 348 348 0
26 公課費 7 7 0

1 報酬 42 42 0
7 報償費 10 10 0
8 旅費 5 5 0
10 需用費 168,372 168,372 0

事業名 (1-1) 学校給食運営費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校給食法
東員町学校給食センター設置条例
東員町学校給食センター設置条例施行規則
電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金事業の決算見込みに伴う予算の精査により、財
源の組替えを行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
261,309 0 261,309

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 3 学校給食費
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22 3 1 1 126 学校給食センター利用負担金 △5,151
23 1 6 1 1 学校教育施設等整備事業債 △8,900

0 △8,900 △13,151 4,958
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △8,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

17 備品購入費 2,090 2,090 0

10 需用費 31,174 26,023 △5,151
11 役務費 86 86 0
12 委託料 6,659 6,054 △605
14 工事請負費 33,000 21,663 △11,337

事業名 (2-1) 給食センター維持管理経費 事業費 △17,093

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校給食法
東員町学校給食センター設置条例
東員町学校給食センター設置条例施行規則
更新工事に伴うボイラーの稼働停止による灯油の使用量減、灯油の入札差金、及び改修工
事の内容を見直した事による監理業務委託料及び工事請負費を減額補正するものです。
併せて、基金から一般財源への財源組替えを行っています。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

灯油代　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 △5,151,000円
　（決算見込額）　 　（当初予算額）　  （差額）
　 7,257,000円 　－  12,408,000円　＝　△5,151,000円

給食センタープラットホーム等改修工事監理業務委託　△605,000円
　（決算見込額）　   （当初予算額）　  （差額）
　 1,045,000円 　－ 　1,650,000円　＝　　△605,000円

給食センタープラットホーム等改修工事　　　　　 △11,337,000円
　（決算見込額）　　 （当初予算額）　  （差額）
　21,662,300円 　－　33,000,000円　≒ △11,337,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
73,009 △17,093 55,916

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 3 学校給食費
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△740 0 0 △4,240
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 2 2 15 保育対策総合支援事業費補助金 △740

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 1,124 1,124 0
19 扶助費 8,880 8,880 0
22 償還金利子及び割引料 2,222 2,222 0

11 役務費 1,096 1,096 0
12 委託料 41,099 37,599 △3,500
13 使用料及び賃借料 80 80 0
17 備品購入費 2,498 2,498 0

1 報酬 2,660 2,660 0
7 報償費 395 395 0
8 旅費 47 47 0
10 需用費 35,396 33,916 △1,480

事業名 (4-1) 保育園運営費 事業費 △4,980

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

児童福祉法関連法令、子ども・子育て支援法関連法令、就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律等

令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、コロナウ
イルス対策用品消耗品費と保育園消毒委託料を減額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

コロナウイルス対策用品　　　 　　　△1,480,000円
　手洗い用品・手指消毒用アルコール・玩具等消毒アルコール・コロナ検査キット
（決算見込額）　 （当初予算額）　 （差額）
　 　　　0円　－　1,480,000円　＝　△1,480,000円
　
保育園消毒委託　　　　　　　　   　△3,500,000円
（決算見込額）　 （当初予算額）　  （差額）
 5,546,000円　－　9,046,000円　＝　△3,500,000円
　

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
95,497 △4,980 90,517

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費
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0 0 0 △4,592
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

10 需用費 248 248 0
12 委託料 4,091 4,091 0
18 負担金補助及び交付金 3,166 3,166 0
19 扶助費 15,247 10,655 △4,592

事業名 (1-1) 教育振興経費 事業費 △4,592

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法関連、小学校学習指導要領、学校教育の情報化の推進に関する法律　他

令和５年７月から令和６年３月までの学校給食費無償化に伴い、就学援助費を減額補正す
るものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

就学援助費のうち　学校給食費　無償化分　　　△4,592,000円
　　4,100円×8か月分×140人
（決算見込額）　  （当初予算額）　  （差額）
10,655,000円　－　15,247,000円　＝　△4,592,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
22,752 △4,592 18,160

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費
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0 0 0 △1,980
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 2,949 2,949 0
18 負担金補助及び交付金 3,670 3,670 0
19 扶助費 13,500 11,520 △1,980

7 報償費 50 50 0
10 需用費 733 733 0
11 役務費 225 225 0
12 委託料 2,669 2,669 0

事業名 (1-1) 教育振興経費 事業費 △1,980

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法関連、中学校学習指導要領、学校教育の情報化の推進に関する法律　他

令和５年７月から令和６年３月までの学校給食費無償化に伴い、就学援助費を減額補正す
るものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

就学援助費のうち　学校給食費　無償化分　　　△1,980,000円
　　4,500円×8か月分×55人
（決算見込額）　  （当初予算額）　  （差額）
11,520,000円　－　13,500,000円　＝　△1,980,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
23,796 △1,980 21,816

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費
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0 0 △30,800 30,800
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △30,800

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 4,158 4,158 0
14 工事請負費 27,428 27,428 0

事業名 (4-1) 文化施設整備費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 6-1　生涯学習の推進

根 拠 法 令
条 例 等

総合文化センターの設置及び管理に関する条例

公共施設整備基金の繰入れを取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもの
です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
31,586 0 31,586

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 社会教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 5 社会教育費 目 2 文化振興費
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0 0 △16,900 16,900
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △16,900

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

14 工事請負費 16,500 16,500 0

10 需用費 1,867 1,867 0
11 役務費 132 132 0
12 委託料 2,421 2,421 0
13 使用料及び賃借料 210 210 0

事業名 (2-1) 笹尾コミュニティーセンター経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 6　人生を豊かにするために

施　　策 6-1　生涯学習の推進

根 拠 法 令
条 例 等

社会教育法、生涯学習振興法、笹尾コミュニティーセンターの設置及び管理に関する条例

公共施設整備基金の繰入を取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
21,130 0 21,130

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 社会教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 5 社会教育費 目 3 公民館費
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0 0 △2,900 2,900
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 △2,900

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 5,926 5,926 0
14 工事請負費 90,000 90,000 0

事業名 (7-1) 体育施設整備費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 6　人生を豊かにするために

施　　策 6-4　スポーツの振興

根 拠 法 令
条 例 等

スポーツ基本法
東員町体育施設の設置及び管理に関する条例

公共施設整備基金の繰入を取りやめたことにより、一般財源へ財源の組替えを行うもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
95,926 0 95,926

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 社会教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 2 保健体育振興費
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補正前の額 補正額 補正後の額
446,420 0 446,420

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

補 正 予 算 の
事 業 概 要

一般会計繰入金（保険基盤安定繰入金、未就学児均等割保険料繰入金、産前産後保険料繰
入金、財政安定化支援事業繰入金）、保険給付費等交付金の精査に伴う財源充当の変更で
す。

事 業 費

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

1 一般被保険者医療給付費分

0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

1　健康であるために

1-3　社会保障の確保

款 3 国民健康保険事業費納付金

事業名

項 目

事業費(1-1) 一般被保険者医療給付費分

1 医療給付費分

節 補正前の額 補正後の額 増減額
18 負担金補助及び交付金 446,420 446,420 0

充当額
△3,351
△2,751
△1,714

6
30

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

1 1 2

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

△3,351 0 △5,097 8,448

6 1 1 1 4 産前産後保険料負担金分
△668

4 1 1 1 2 特別交付金
6

保険者支援分
6 1 1 1 3 未就学児均等割保険料負担金分

1 1 1 1 保険料軽減分
6 1

6 1 1 4 1 財政安定化支援事業繰入金
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補正前の額 補正額 補正後の額
10 4 14

0 0 0 4
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 10 14 4

事業名 (1-1) 退職被保険者等医療給付費分 事業費 4

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

県が過年度医療費等精算分にかかる国保事業費納付金（退職分）を算定し、今年度市町納
付分として決定したものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

退職被保険者等医療給付費分　4,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 国民健康保険事業費納付金 項 1 医療給付費分 目 2 退職被保険者等医療給付費分
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補正前の額 補正額 補正後の額
170,037 0 170,037

6 1 1 1 2 保険者支援分 229
6 1 1 1 3 未就学児均等割保険料負担金分 24
6 1 1 1 4 産前産後保険料負担金分 13

0 0 718 △718
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
6 1 1 1 1 保険料軽減分 452

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 170,037 170,037 0

事業名 (1-1) 一般被保険者後期高齢者支援金等分 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

一般会計繰入金（保険基盤安定繰入金、未就学児均等割保険料繰入金、産前産後保険料繰
入金）の精査に伴う財源充当の変更です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 国民健康保険事業費納付金 項 2 後期高齢者支援金等分 目 1 一般被保険者後期高齢者支援金等分
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補正前の額 補正額 補正後の額
39,436 0 39,436

6 1 1 1 2 保険者支援分 436

0 0 1,253 △1,253
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
6 1 1 1 1 保険料軽減分 817

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 39,436 39,436 0

事業名 (1-1) 介護納付金分 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

一般会計繰入金（保険基盤安定繰入金）の精査に伴う財源充当の変更です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 国民健康保険事業費納付金 項 3 介護納付金分 目 1 介護納付金分
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補正前の額

585 0 0 △585
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
4 1 1 1 2 特別交付金 585

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

11 役務費 1,261 1,261 0
12 委託料 25,058 25,058 0

事業名 (1-1) 特定健康診査等事業費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

東員町国民健康保険条例
国民健康保険法
高齢者の医療の確保に関する法律
保険給付費等交付金の精査に伴う財源充当の変更です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
26,319 0 26,319

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目 1 特定健康診査等事業費
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0 0 0 23,901
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

22 償還金利子及び割引料 10 23,911 23,901

事業名 (1-1) 償還金 事業費 23,901

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

保険給付費等交付金（普通交付金）は、本町国保医療費の支払いに要する費用相当分を当
年度に概算で交付され、翌年度に過不足を精算する仕組みとなっており、令和４年度当該
交付金の精算により過大交付分を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

保険給付費等交付金償還金　　　23,901,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
10 23,901 23,911

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 8 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金 目 2 保険給付費等交付金償還金
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0 0 0 4,358
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 10 4,368 4,358

事業名 (1-1) 一般会計繰出金 事業費 4,358

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

根 拠 法 令
条 例 等

地方財政法

一般会計から繰出す人件費や事務的経費等は、当年度に概算で繰出し、翌年度で過不足を
清算する仕組みとなっており、令和４年度事務的経費等の精算により、余剰となった繰入
金を一般会計に返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般会計繰出金　　　4,358,000円

〔内訳〕
　一般管理費分（給料、手当、共済）　　　462,099円
　一般管理費分（補助以外事務費等）　　　382,765円
　賦課徴収費分　　　　　　　　　　　　　380,506円
　運営協議会費分　　　　　　　　　　　　　3,000円
　保健事業費分　　　　　　　　　　　　　619,379円
　出産育児一時金分　　　　　　　　　　2,520,000円
　合計（返還する額）　　　　　　　　　4,367,749円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
10 4,358 4,368

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 8 諸支出金 項 2 繰出金 目 1 一般会計繰出金
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補正前の額 補正額 補正後の額
416,146 4,574 420,720

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 3　後期高齢者医療特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

高齢者の医療の確保に関する法律
東員町後期高齢者医療に関する条例
三重県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

保険基盤安定負担金及び事務的経費等の精査に伴う増額補正するものです。

事 業 費

主な経費内容

後期高齢者医療広域連合納付金　4,574,000円

　〔内訳〕
　　・保険料（前年度未払分）　　643,000円
　　・基盤安定負担金　　　　  5,997,000円
　　・事務費負担分　　　　　△2,066,000円

1 後期高齢者医療広域連合納付金

4,574

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

1　健康であるために

1-3　社会保障の確保

款 2 後期高齢者医療広域連合納付金

事業名

項 目

事業費(1-1) 後期高齢者医療広域連合納付金

1 後期高齢者医療広域連合納付金

節 補正前の額 補正後の額 増減額
18 負担金補助及び交付金 416,146 420,720 4,574

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 3,931 643

充当額
△2,066

5,997
643

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

1 1 1

3 1 1 1 1 事務費繰入金
3

繰越金
1 2 1 1 保険基盤安定繰入金

4 1
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補正前の額 補正額 補正後の額

4 1 1 1 1 繰越金 1
5 3 1 1 1 雑入 △1

0 0 △1 1
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

22 償還金利子及び割引料 500 500 0

根 拠 法 令
条 例 等

高齢者の医療の確保に関する法律
東員町後期高齢者医療に関する条例

前年度保険料において、戻出できなかった還付保険料について繰越ししたことによる財源
充当の変更です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
500 0 500

事業名 (1-1) 保険料還付金 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 3　後期高齢者医療特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金 目 1 保険料還付金
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4 1 1 1 1 繰越金 125

0 0 0 125
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 12 137 125

根 拠 法 令
条 例 等

地方財政法

前年度一般会計繰入金の精算に伴う余剰分を一般会計に繰出し（返還）するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般会計繰出金（前年度一般会計繰入金の精算返還金）　　 125,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
12 125 137

事業名 (1-1) 一般会計繰出金 事業費 125

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 3　後期高齢者医療特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 諸支出金 項 2 繰出金 目 1 一般会計繰出金
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